
２０１２２０１２年年１１１１月月２９日２９日

第３０回インフォメーションミーティング第３０回インフォメーションミーティング第３０回インフォメーションミーティング

お客さまの発展、私たちの変革、インフラの進化お客さまの発展、私たちの変革、インフラの進化

 ～３つの挑戦～～３つの挑戦～

 第２９次長期経営計画第２９次長期経営計画

 

２０１２年４月～２０１５年３月２０１２年４月～２０１５年３月

東証第１部：８３５９
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２０１２年９月中間期決算の概要（単体）
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決算の概要決算の概要

【１２年度通期業績予想のポイント】

コア業務純益は、役務取引等利益の増加を見込む一方、利鞘の縮小に伴う資金利益の減少などにより
対前期２３億円減少。（３０３億円）

与信関係費用は、対前期４９億円減少。（２６億円）
有価証券関係損益は、株式等償却の増加を見込み対前期１４億円減少。（１９億円）
当期純利益は、対前期３億円増加。（１７０億円）
年間配当額は、１株当たり７円。

【１２年度中間期決算のポイント】

コア業務純益は、資金利益の減少を主因に対前年同期４億円減少し、１５４億円。
与信関係費用は、貸倒引当金戻入益の減少を主因に対前年同期２４億円増加し、▲８億円。
有価証券関係損益は、株式等償却の増加により対前年同期２３億円減少し、１億円。
中間純利益は、対前年同期４５億円減少し、８７億円。
中間配当額は、１株当たり３．５円。
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損益の状況（トップライン）損益の状況（トップライン）

11年度

中間期

実績

11年度

通期実績

12年度

中間期

実績

12年度通

 
期見込み(対前年

 

同期)
対前期

業務粗利益 ４９４ ９６９ ４８２ △１１ ９４７ △２２

資金利益 ４０５ ８１５ ４００ △５ ７８０ △３５

役務取引等

利益
５０ ９９ ５０ △０ １０６ ７

その他

業務利益
３５ ５０ ３１ △３ ５５ ５

国債等債券

 

損益
３０ ４２ ２７ △２ ４４ ２

経費 ３０４ ６００ ３００ △４ ６００ ０

人件費 １５２ ３０３ １５０ △２ ２９９ △４

物件費 １３５ ２７１ １３４ △１ ２７５ ４

コア業務純益 １５８ ３２６ １５４ △４ ３０３ △２３

（億円）

国内部門

 

対前期▲２７億円

国際部門

 

対前期▲７億円

１２年度 対前期

貸出金利回 １．４２％ ▲０．１１

有価証券利回 １．２２％ ▲０．１２

預金等利回 ０．０４％ ▲０．０１

対前年同期 平残要因 利回要因 利回（対前年同期）

貸出金利息 ▲１６ ＋４ ▲２０ １．４４（▲０．１０）

有価証券利息・配当金 ＋６ ＋１０ ▲４ １．３０（▲０．０５）

預金利息 ▲４ ＋０ ▲５ ０．０４（▲０．０１）

金利スワップ支払利息 ＋２ － － －

国内部門

 

対前年同期▲７億円

国際部門

 

対前年同期＋１億円

（億円・％）

482

494

400

450

500

11年度中間 12年度中間

＋４

▲７

国内
貸出金
平残

国内
貸出金
利回

国内
有証

国内
預金

国内
スワップ

他

業務粗利益増減要因

（億円）
▲２０

＋６

＋４

１２年度中間期資金利益

１２年度通期資金利益

役務
取引

±０
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損益の状況（ボトムライン）損益の状況（ボトムライン）

11年度

中間期

実績

１1年度

通期実績

12年度

中間期

実績

12年度通

 
期見込み(対前年

 
同期)

対前期

実質業務純益 １８９ ３６９ １８２ △７ ３４７ △２２

一般貸倒引当金繰入額 ― ▲３２ ― ― ▲２３ ９

業務純益 １８９ ４０１ １８２ △７ ３７０ △３１

主
な

臨
時
損
益

貸倒引当金戻入益 ３２ ― １４ △１７ ― ―

株式等損益 ▲５ ▲９ ▲２６ △２０ ▲２４ △１５

不良債権処理額 ３ １１１ ５ ２ ４９ △６２

経常利益 ２１５ ２８４ １４６ △６９ ２７２ △１２

特別損益 ▲１ ▲３ ▲５ △３ ▲７ △４

当期純利益 １３３ １６７ ８７ △４５ １７０ ３

与信関係費用 ▲３３ ７５ ▲８ ２４ ２６ △４９

有価証券関係損益 ２４ ３３ １ △２３ １９ △１４

（億円）

【１株当たり年間配当】

０９年度

 

６円
１０年度

 

８円
１１年度

 

７円
１２年度

 

７円（中間期３．５円）
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51,818

4,558

51,819

4,515

52,441

4,703

51,969

4,658

0

20,000

40,000

60,000

11上 11下 12上 12下見込

主要勘定の状況主要勘定の状況（貸出金／（貸出金／預金）預金）

23,197

18,542

23,177

18,990

23,127

19,473

23,150

20,020

0

20,000

40,000

60,000

11上 11下 12上 12下見込

（億円）
（億円）

貸出金平残推移（半期） 預金平残推移（半期）

県外

県外

県内

県内

合計
４１，７４０

合計
４２，１６７

合計
４２，６００

合計
５６，３７６

合計
５６，３３５

合計
５７，１４４

合計
４３，１７０

合計
５６，６２７

八十二銀行
３０．７％

銀行・信金・信組
２８．６％

労金・政府系
３．５％

農協
１７．０％

郵貯
１９．９％

長野県内預金シェア（１２年９月末残高）
※郵貯は当行推計値

八十二銀行
３９．４％

銀行・信金・信組
３７．１％

農協
１２．９％

長野県内貸出金シェア（１２年９月末残高）

労金・政府系
１０．４％



 

１２年度上期平残は対前年同期＋８６０億円（年率＋２．０％）
消費性は、対前年同期＋４１７億円の９，６６１億円



 

１２年度上期平残は対前年同期＋７６７億円（年率＋１．３％）
個人預金は、対前年同期＋８５４億円の３９，８８３億円
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主要勘定の状況主要勘定の状況（有価証券）（有価証券）

622

714

600

293
261

462

92
3

979

1,073

918

0

500

1,000

10/9 11/9 12/9

3.73.63.3

0.0

2.0

4.0

11/9 12/3 12/9

9,586

7,261

10,700

7,384

10,946

8,074

12,782

7,334

0

10,000

20,000

11上 11下 12上 12下見込

（億円）

有価証券平残推移（半期） 有価証券評価損益



 

１２年度上期平残は対前年同期＋２，１７３億円
（年率＋１２．８％）

合計
１６，８４７

合計
１８，０８５

合計
１９，０２０

合計
２０，１１７

国債

その他

債券デュレーション推移（スワップ付国債含む）

（年）

株式

（億円） 合計評価損益

債券

その他

日経平均株価 9,369.35円 8,700.29円 8,870.16円
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1.50
1.44

0.14

1.20

1.321.36

1.32

0.12 0.11

0.0

1.0

2.0

10 11 12見込

利回り推移（国内部門・年度）利回りと利鞘の推移（全店）

１０年度 １１年度
１２年度

見込

対１１

年度上期 上期 上期

資金運用利回 １．５５ １．５３ １．４８ １．４７ １．３９ １．３５ △０．１２

資金調達利回 ０．１５ ０．１５ ０．１４ ０．１４ ０．１２ ０．１２ △０．０１

総資金粗利鞘 １．３９ １．３８ １．３３ １．３３ １．２６ １．２２ △０．１１

利回りと利鞘の推移（国内部門）

１０年度 １１年度
１２年度

見込

対１１

年度上期 上期 上期

資金運用利回 １．５２ １．５０ １．４５ １．４４ １．３５ １．３２ △０．１２

貸出金利回 １．６８ １．６４ １．５４ １．５３ １．４４ １．４２ △０．１１

有価証券利回 １．３９ １．３５ １．３６ １．３４ １．３０ １．２２ △０．１２

資金調達利回 ０．１５ ０．１４ ０．１３ ０．１２ ０．１１ ０．１１ △０．０１

預金等利回 ０．１１ ０．０９ ０．０６ ０．０５ ０．０４ ０．０４ △０．０１

総資金粗利鞘 １．３７ １．３６ １．３２ １．３２ １．２４ １．２０ △０．１１

（％）

（％）

利回り利回り・利鞘の状況・利鞘の状況

（利回り：％）

資金運用利回

資金調達利回

総資金粗利鞘
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法人分野主要計数の状況法人分野主要計数の状況

26,286 26,320

26,586

26,000

26,500

27,000

10/9 11/9 12/9

法人貸出金の推移

11/上 11/下 12/上 12/下見込

長野県域（長野・新潟・岐阜） 12,216 12,184 11,737 11,737

内、中小企業向け 9,626 9,503 9,360 9,400

長野県域外
（東京・埼玉・群馬・愛知・大阪）

15,987 16,231 16,448 16,873

保証協会付融資残高（末残） 3,187 3,200 3,112 3,120

法人役務収益の推移

11/上 11/下 12/上 12/下見込

デリバティブ 184 138 100 80

ｼ・ﾛｰﾝ、私募債、ﾌｧｸﾀﾘﾝｸﾞ 543 545 681 581

Ｍ＆Ａ、ﾋﾞｼﾞﾈｽﾏｯﾁﾝｸﾞ等 213 151 161 203

合計 942 833 943 864

４０１Kの推移

11/9 12/3 12/9 13/3見込

導入企業数 381 391 396 401

預り金融資産末残高 33,276 34,251 34,043 34,068

投資型商品 5,629 6,443 6,220 6,230

預金 27,646 27,807 27,822 27,837

（億円・半期平残）

※預かり金融資産残高：加入者拠出金のうち当行勘定分

ネットＥＢ契約件数残高
～でんさいスタートへ向けて取引基盤強化～

（百万円）

（社、百万円）

事業性先数（当行ＡＬＬ）
～県内外の取引先を積極的に開拓～

（先）

136

185

120

170

09/9 12/9

０

（百件）
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7,753 7,779 7,810

1,073 1,234
1,400

564 700
655

7,000

9,000

12/3 12/9 13/3見込

300

600

900

個人分野主要計数の状況個人分野主要計数の状況

個人貸出金の推移

11/上 11/下 12/上 12/下見込

消費者ローン 9,371 9,608 9,794 10,000

内、住宅関連ローン 8,570 8,827 9,014 9,210

個人投資型商品残高の推移

公共債 3,831 3,525 3,236 2,985

（獲得額） (136) (168) (81) (100)

投資信託 1,648 1,663 1,503 1,500

（獲得額） (162) (90) (134) (172)

外貨預金 285 293 267 299

生命保険（時価ベース） 1,952 2,226 2,386 2,657

（獲得額） (196) (230) (233) (271)

金融商品仲介 24 76 135 236

（獲得額） (26) (64) (72) (101)

投資型商品収益の推移

公共債 53 69 29 37

投資信託 665 529 562 624

内、信託報酬 457 392 371 340

外貨預金 299 329 249 329

生損保 684 830 749 1,027

金融商品仲介 29 68 90 115

合計 1,730 1,825 1,679 2,132

（億円・末残）

（百万円）

（億円・末残）

個人取引基盤の強化

実行額

（実行額：億円）

住宅関連ローンの推移

（末残：億円）

県外

県内

９，２１０

86

77

107

50

100

11/9 12/3 12/9

平準払保険
保有件数（百件）

投信積立契約
保有件数（百件）

252
261

275

200

250

300

11/9 12/3 12/9
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与信関係費用・不良債権の状況与信関係費用・不良債権の状況

不良債権残高の推移（金融再生法開示債権ベース）

 

（億円・％）

１０年度 １１年度 １２年度見込

上期

破産更生等債権 ３４１ ２９２ ２４８ ２５３

危険債権 ９０４ １，０１３ １，０１９ １，０２９

要管理債権 ２５３ ３４４ ３１７ ３２８

合 計 １，４９９ １，６４９ １，５８５ １，６１１

不良債権比率 ３．５２ ３．８２ ３．６５ ３．７０

部分直接償却実施後 ３．０８ ３．４０ ３．３０ ３．３４

※

 

部分直接償却は実施しておりません

与信関係費用の推移

 

（億円・％）

１０年度 １１年度 １２年度見込

上期

一般貸倒引当金繰入額 ▲５１ ▲３２ ▲３７ ▲２３

不良債権処理額 ４６ １１１ ２８ ４９

償却債権取立益 ― ４ ０ ０

与信関係費用 ▲５ ７５ ▲８ ２６

与信関係費用率 － ０．１７ － ０．０６

※与信関係費用率

 

：

 

与信関係費用÷総貸出金残高（平残）

債務者区分 先数
与信状況

一般貸倒引当金

仮に、実抜計画策定先が

 
全て要管理先となった場合

一般貸倒引当金

引当上の

債務者区分総与信額 非保全額

要注意先
（除く要管理先）

１，７０５先 ３，０４２億円 １，６４３億円 １５８億円 ９８億円
要注意先

（除く要管理先）

うち、実抜計画策定（※） １０８先 ４１５億円 ２９０億円 ６０億円 ６９億円
要管理先

要管理先 ２３８先 ４７２億円 ３３４億円 ６７億円 ６７億円

要注意先合計 １，９４３先 ３，５１５億円 １，９７８億円 ２２６億円 ２３５億円

※条件変更実施先のうち、実抜計画の策定・実行により、その他要注意先に据え置いている先。

要注意先に対する引当状況（１２年９月末）

影響は軽微
非保全額が大きな先は、ＤＣＦ法等により既に相

 
応の引当を実施しており、非保全額の大小によ

 
る追加引当額のブレは殆どない

※１０年度、１２年度上期の与信関係費用内訳は、貸倒引当金戻入益を組み替えた場合の計数
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有価証券残高の推移（取得原価ベース） １２年度

下期

投資方針１１／９ １２／３ １２／９

利付国債 ７，６６０ ８，０６５ ８，７１１

債券 変動利付国債 ２，０３６ １，８８９ １，８０８

物価連動国債 ８００ ８３４ ７４０

その他国内証券 ３，１０３ ３，４５２ ３，６４０

円建証券化商品 ３４ ３３ ０

仕組債等 １４２ １２２ １４７

国内株式 １，１５１ １，１７６ １，１０５

国内証券 国内ＥＴＦ １５ ２５ ２８

Ｊ－ＲＥＩＴ １９８ １８３ １７１

その他投資信託 ９０ ９１ ９９

組合出資等 ８６ １１３ １０８

ヘッジファンド １６４ １７３ １６９

ヘッジファンド ４４ ４７ ４４

外国証券 円建外債 １，１１３ １，０３０ ８８７

海外株式・ＥＴＦ等 ２７ ３３ ２４

外貨建債券 １，０２２ １，４１０ １，６８８

外貨建証券化商品 ０ ０ ０

合 計 １７，６９３ １８，６８４ １９，３７５

（億円）

有価証券有価証券残高の状況残高の状況

基本方針基本方針
円債ポートからの安定収益を確保
円債利回り低下に対応した代替投資実施

円債
～残高の積み増しにより利息収入確保～

代替投資（仕組債等）
～クレジットリンク債投資による利息収入確保～

外貨建債券
～米国債、ドイツ国債投資による

利息・売却利益確保～

組合出資等
～非上場ＲＥＩＴ・不動産ファンド

への投資による利回り向上～
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自己資本の状況自己資本の状況（単体）（単体）

ＦＩＲＢ基準

１２／３

ＦＩＲＢ基準

１２／９
増減

自己資本比率 １６．２４％ １６．９６％ ＋０．７２

ＴｉｅｒⅠ比率 １４．４６％ １５．４４％ ＋０．９８

自己資本額 ４，４０９ ４，３６０ △４９

ＴｉｅｒⅠ ３，９２６ ３，９６８ ＋４１

ＴｉｅｒⅡ ５１１ ４１８ △９２

控除項目 ２８ ２６ △１

リスクアセット ２７，１３７ ２５，７００ △１，４３７

信用リスク ２５，３００ ２３，８７８ △１，４２２

ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾅﾙ・ﾘｽｸ １，８３６ １，８２１ △１４

目的 管理対象とするリスク
VaR

信頼区間 保有期間

ボディ・リスクの計測 期間損益に与える影響の把握
「ボディ・リスク（Body Risk）」

業務純益レベルの損失が発生するリスク
８５％ 半年

12.43
13.67

15.18 16.24 16.96

11.85

15.44
14.4613.50

12.18

5.0

10.0

15.0

09/3 10/3 11/3 12/3 12/9

（億円・％）

（％）

自己資本比率自己資本比率の推移（単体）

バーゼルⅢ
単体

 

普通株等ＴｉｅｒⅠ

 

１６．０４％（当行試算値）
（経過措置は考慮していない）

ＴｉｅｒⅠ比率

リスクアセット減少及びＴｉｅｒⅠ増加により自己資本比率上昇
リスクアセット要因

 

＋０．９１ポイント
ＴｉｅｒⅠ要因

 

＋０．１６ポイント
ＴｉｅｒⅡ要因

 

△０．３６ポイント
控除項目要因

 

０．０１ポイント

ボディ・リスクの推移
～統合リスク管理より小さい信頼区間によるＶａＲの計測を行い、期間損益への影響を把握（０９年４月より試算開始）～

（単位：億円） １２／４ １２／５ １２／６ １２／７ １２／８ １２／９

国内貸出金部門（信用リスク） ３３．９ ３３．３ ３１．８ ３１．６ ３０．６ ４２．０

政策投資株式（減損リスク） １８．２ ４３．２ ５２．６ ５６．９ ６３．７ ５９．７

合計 ５２．１ ７６．５ ８４．４ ８８．５ ９４．３ １０１．６

※期間損益に与える影響が大きい「与信費用の上振れリスク」と「政策投資株式の減損リスク」が対象
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１２１２年度年度下期下期
 

資本配賦運営の状況資本配賦運営の状況（連結）（連結）

4,228

3,499

539

729

0

2,000

4,000

基準自己資本 配賦自己資本

１２年３月期連結自己資本
４，７０９億円(控除項目５８億円）

ＴｉｅｒⅡ

ＴｉｅｒⅠ

配賦資本

バッファー

【資本配賦の根拠】
国内貸出金部門

貸出金は緩やかな増加を想定し、対前期同水準
市場部門・政策投資部門
市場部門

 

円債を中心に有価証券投資を踏まえ、対前期同水準
政策投資部門

 

前期並みの株価変動リスクを見込み、対前期同水準
（政策投資株式のリスク量は、「（ＶａＲ）－（評価損益）」で「最小」は０。株価の下値の目処は、

過去１年間の最安値を勘案し設定【日経平均７，０００円程度】）

バッファー
想定以上の環境変化に対し、地元への資金供給を継続するための備え等

（億円）

信用リスク 金利リスク 価格変動リスク

�保有期間：１年
�信頼区間：９９．９%

�保有期間：６ヶ月（注）
�信頼区間：９９．９%

�保有期間：６ヶ月（注）
�信頼区間：９９．９%

注：トレーディング取引等は１０営業日
政策投資部門は１年

１２年度下期

配賦資本

１２年度上期

配賦資本

配賦資本

増減

リスク量実績

（１２年９月）

合計

 

（億円） ３，４９９ ３，４８５ ＋１４ １，９７０

国内貸出金部門（貸出金信用リスク） ８６０ ８６０ ０ ５６１

ＡＬＭ管理部門（預貸金金利リスク） ２８０ ２８０ ０ ２１５

市場部門 １，５１０ １，５１０ ０ ７１４

政策投資部門 ４００ ４００ ０ ４３

オペレーショナルリスク １４７ １４９ ▲２ １４９

連結対象子会社 ３０２ ２８６ ＋１６ ２８６
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第２９次長期経営計画の進捗状況
 お客さまの発展、私たちの変革、インフラの進化

 ～３つの挑戦～



16

再生エネルギー事業

本部専門チーム立ち上げ

９月末時点

 

事業化見込み

 

１８５億円／２５７件

事業承継ビジネス

７月

 

本部専担者１名増員（３名体制）

融資商品の充実

戦略３商品強化

 

⇒

 

一般貸・マル保強化

「財務戦略資金」「資金繰円滑化対策資金」「クイック１０」

～取引複合化に応じた金利適用～

マル保新商品投入

 

⇒

 

マル保強化

１０月

 

「連携支援保証（「アシスト」）」開始

～県内面営業を通じ幅広く需資を捕捉～

地域 営業戦略 営業スタイル

県内
・全事業先取引目指す

・事業再生支援

・成長分野伸長

・面営業

関東
・中堅先開拓

・信用リスク重視

・県内リンケージ

・選択的新規開拓営業

大都市

・大手親密先と新規先併進

・余資運用（運用量重視）

・信用リスク重視

・県内リンケージ

・個社別営業

50

84

0

50

100

11下 12上 12下

地域別戦略に基づくビジネス機会の拡大

地域別営業戦略

１３年２月

 

三鷹支店（東京）オープン
国立出張所を移転し、フルバンキング店舗へ

事業エリア拡充（関東）

ソリューション提案力強化
Ｍ＆Ａ

 

上期相談件数９１件（上期成約３件）
ビジネスマッチング

 

上期実績４８３件
成長基盤強化に向けた融資

 

上期実行額１２２億円

15

25

10

20

30

11下 12上 12下

法人分野ビジネス法人分野ビジネス

コンサルティング件数（件） 収益額（百万円）
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ライフステージストラテジー

２０代以下 ３０代 ４０代 ５０代 ６０代 ７０代以上

積立

無担保ローン 住宅ローン・教育ローン

学資保険・医療保険・介護保険

定期

給与振込＋積立型商品＋インバン

投資型商品
投信・保険（一時払）

年金＋預り金融資産

遺言信託
終身保険

クレジットカード（ＨａＬｕＣａ）

個人分野ビジネス個人分野ビジネス

進学

就職

結婚

出産

住宅取得

子供進学

子供就職 退職 相続

1,461
1,806

2,233
2,636

3,000

1,000

3,000

10/3 11/3 12/3 12/9 13/3見込

インターネットバンキング機能強化
～フルバンキング機能を目指す～

商品強化
５月

 

投信積立サービス最低申込単位引下げ（１万円⇒５千円）
６月

 

個人向け人民元建外貨普通預金取扱い開始（地銀初）
９月

 

インターネットバンキング専用「自動車保険」取扱い開始
１０月

 

八十二＜外貨積立サービス＞取扱い開始

インターネットバンキング契約先数（百人）

ライフステージストラテジー
による生涯取引の進化

４月

 

スマートフォン専用サイト開始

４月

 

八十二の投信積立サービス新規・変更・解約機能追加

４月

 

ローン一部繰上返済・金利変更・借入内容照会機能追加

９月

 

八十二の＜電子交付サービス＞（投信関係書類）開始

新規年金指定シェアアップ

年金コーナー

 

県内１０拠点（専属社労士１３名配置）
８２プラザ中心に土日も推進

相続相談強化
遺言信託・遺産整理サポート
相続手続きのワンストップ対応（相続サポートセンター）
成年後見人取次サポートサービス（検討中）

～シニア（６０歳以上）マーケットへの踏込み強化～
個人顧客数の３５％がシニア層

シニア層が個人収益の４割を占める

601件
452件

167件248件

10/下 11/上 11/下 12/上

コンサルティング機能強化
商品拡充（投信、一時払保険、仕組債）
「投信ナビ」（投資信託提案支援システム）順次稼働

相続サポートセンター

受付件数

１１／上 １１／下 １２／上

５，５６８件 ６，８０５件 ６，７７８件

ライフプラン相談・見直し件数
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子会社化

成長

再構築

・債券（仕組債）取扱開始
・投資信託販売積極化
・リスク管理態勢整備

・販売体制強化
・銀証連携進化
・スキル高度化

・銀証連携強化
・社員若返り化
・オンライントレード導入

21,403

36,056

39,591 41,176

20,000

30,000

40,000

06/3 11/3 12/3 12/9

口座数（直接口座・仲介口座）の推移
-231

456

909

587

63

-328-500

0

500

1,000

10/9 11/9 12/9

営業収益・中間純利益の推移

銀証連携ビジネス銀証連携ビジネス

０６年～

０８年～

１３年～～八十二証券の進化～

収益構造の変革
株式売買手数料収益依存体質から

投資信託・債券の販売に主軸をシフト

人材強化
新卒採用による社員若返りを実施

（４割が入社５年目以下）
人材育成を強化

銀証連携強化
銀行チャネルによる営業力を強化

証券社員を銀行へ出向派遣
（法人分野２名

 

個人分野１９名）
銀行の仲介業務の拡大

営業収益

純利益

（百万円）

黒字化達成

～４万口座突破～

八十二証券の体制整備

１０／９ １１／９ １２／９ 比率

株式手数料 ２７９ ６１％ ２５２ ４３％ ２５６ ２８％

債券販売益 １８３
４５％

１１２
６１％

３７９
６１％

投信手数料 ２４ ２４７ １８１

その他（評価

 
損益等）

▲３０ ▲６％ ▲２４ ▲４％ ９３ １１％

営業収益計 ４５６ １００％ ５８７ １００％ ９０９ １００％

営業収益の内訳

 

～収益構造の変化～ （百万円）
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長野
【コントロールタワー】

１２年３月
ＣＩＭＢニアガ銀行と
業務提携

 

（インドネシア）

ムンバイ

【八十二銀行のアジアネットワーク】
・拠

 

点

 

数

 

：５拠点（支店１、駐在員事務所４）
・海外提携金融機関

 

：７行（アジア全域カバー）
・当行取引先アジア拠点数

 

：

 

１，２００以上

派遣地 派遣先

大連 三菱東京ＵＦＪ銀行

ムンバイ ＪＥＴＲＯ

シンガポール みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行

バンコク カシコン銀行

デュッセルドルフ 三菱東京ＵＦＪ銀行

トレーニー派遣地（各１名）

～海外拠点ミッション～
香港支店

現地取引先資金決済、ファイナンス支援
各拠点統括によるアジア全域カバー

国際分野ビジネス国際分野ビジネス

シンガポール駐在員事務所

大連駐在員事務所

上海駐在員事務所

香港支店
【アジア統括拠点】

バンコク駐在員事務所

香港支店を統括拠点として成長するアジア市場で取引拡大

支店
事務所
トレーニー

4,510

2,000

4,000

09/下 10/上 10/下 11/上 11/下 12/上

香港支店

 

クロスボーダーローン開始（上期）
上期実績

 

８千万米ドル／５件

外為取扱高推移（除く資本取引）

（百万米ドル）

１２年度上期

 

海外商談会等開催実績
５月

 

・長野県企業交流会（上海）
７月

 

・インドネシアビジネス交流会
・大連・地方銀行５行合同企業交流会

８月

 

・中国主要都市ビジネスセミナー（大連・青島・上海）
・シンガポール食の商談会

９月

 

・日中ものづくり商談会（上海）
・長野県ものづくり企業交流会ｉｎ上海

【日中ものづくり商談会＠上海２０１２】

各駐在員事務所
各種法令等情報提供
提携銀行活用による顧客サポート強化
周辺国におけるビジネスチャンス調査
商談会・ビジネス交流会開催
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業務の効率化・迅速化により本部人員をスリム化
して「生産性高い少数精鋭集団」を目指す

行内改革行内改革

時間外労働２０％削減

通達本数２０％削減

会議時間５０％削減（１１年度主要会議３００時間）

紙使用量５０％削減（１１年度約８４５万枚）

本部業務改革への取組み

「組織の仕組み」と「個人の思考」の変革にチャレンジ

「自立型行動への転換」の取組み

プロジェクトチーム発足（４月）
「任せて結果を問う」企業風土への変革により
強固な組織を目指す

共有化

実践

習慣化

理念の共有

任せ・任される
ためのトレーニング

自立型人材
の実現

相互浸透
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インフラの進化インフラの進化

1,271
(47%)

事務
1,493
(52%)

1,425
(53%)

営業
1,371
(48%)

0

1,500

3,000

08年度 12年度

営業
＋５４名

事務
▲２２２名

営業店定員（人員配置設計図）の推移
～着実に進む合理化と営業力強化～

（人）

着実に進む事務・営業インフラの一体改革

１２年度下期
個人営業担当者のタブレット端末トライアル

１３年度上期
営業店簿書保管管理システム稼働

１３年度下期
融資文書業務の集中化順次実施

諸届（住所・氏名等の変更）の対話型処理の浸透
～年間約１６万件の諸届の約６割を対話型により処理～

行員
対話により必要事項を入力しプリントアウト
お客さま

サインと押印のみで手続き完了

受付から処理完了までの所要時間
お客さまが全てを記入していた従来方法の

半分以下

【改革イメージ】

▲１６８名
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０９年度 １０年度 １１年度 １２年度予想

年間配当額① ３１ ４１ ３５ ３５

一株当たり配当額（年間） ６．０円 ８．０円 ７．０円 ７．０円

自己株式取得額② １ ６６ ０ ２０

株主還元額③＝①＋② ３３ １０７ ３６ ５５

当期純利益④ １５５ １９２ １６７ １７０

配当性向①÷④ ２０．２％ ２１．３％ ２１．３％ ２０．５％

株主還元率③÷④ ２１．３％ ５５．８％ ２１．６％ ３２．３％

（億円）

株主還元株主還元

健全経営を堅持しつつ、機動的な資本施策により株主へ還元

【配当方針】
当期純利益２００億円までは配当性向２０％を目安とし、当期純利益が２００億円を

上回る場合には、その上回り部分の３０％を目安に加算して配当をいたします。
（１株当たりの配当の下限：年間５円）

１２年６月～９月
４，８１５千株

 

１，９９８百万円買付実施

※配当性向および株主還元率は上記算式により計算したものです
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本資料には将来の業績に係る記述が含まれています。

こうした記述は将来の業績を保証するものではなく、不確実性を内在するものです。
将来の業績は経営環境の変化等により異なる可能性があることにご留意下さい。

＜ご照会先＞
株式会社 八十二銀行

 

企画部

 

ＩＲ担当 内山

ＴＥＬ：０２６－２２４－５５１１
ＦＡＸ：０２６－２２６－５０７７

E-

 

mail：

 

takashi.uchiyama@82bank.co.jp
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